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は じ め に

　わが国は，過去に何度となく大規模災害に襲われてきた。日本の国土は，弓

状の地形を持ち，中央に高さ 2 000 ～ 3 000 m級の山脈が縦貫している。山脈か

ら流れ出る河川はきわめて短く，流れは急である。その河川を豪雨がしばしば

襲う。短く急な河川は水位の上昇が急激であるため，洪水が発生しやすい。

　山地部では脆弱な地質の存在により降雨で斜面が崩壊し，下流域に土砂が流

出し，豪雨時には大規模な土石流が発生する。

　また，日本の平野は国土面積全体のわずかな部分しかなく，そこに都市や農

耕地が存在している。その平野には河川が存在し，河川の氾濫区域に都市等が

存在している。都市等に流れる河川は河底が周辺の地盤より高い「天井川」が

多く，河川洪水時には都市等が浸水する可能性が高い。

　そして，日本列島は四つのプレートがせめぎ合う，地球上でも特異な場所で

あり，国土面積は世界の地表面積の 0 .25％に過ぎないが，全世界のマグニ

チュード 6以上の地震の約 20％は日本で発生し，世界の活火山の約 10％は日

本に存在している。そのため地震発生による大きな揺れや津波，火山噴火が発

生している。

　最近では，2011 年 3 月 11 日に岩手県沖から茨城県沖までの広範囲を震源域

とする東北地方太平洋沖地震が発生し，地震の規模はモーメントマグニチュー

ド（Mw）9 .0 であった。東北から関東にかけての大きな地震動が襲い，太平洋

沿岸は大津波を受け，東日本大震災と呼ばれる大被害が発生した。

　本書では，地震・台風・豪雨・噴火等による自然災害の事象により多大な被

害が発生し広域に影響が及ぼす巨大災害を大規模災害と呼ぶ。

　今後の大規模災害の発生を考えると，地震では，南海トラフで発生するマグ

ニチュード 9 .0 クラスの地震や首都直下地震，洪水では利根川・荒川の堤防決
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壊時における首都洪水氾濫，そして火山噴火災害では富士山噴火等があり，政

府等によって被害想定が実施され，対応策が検討されている。これらの災害が

発生すれば，「国難」といってよい被害が発生する。

　本書では，第 1章で序論として東日本大震災の経験を踏まえた大規模災害の

課題と今後の大規模災害への対応に関して，第 2章で地球上における日本の自

然災害環境の特徴と今後の地球温暖化による自然災害の変化に関して，第 3章

で日本において過去に発生した大規模な自然災害の特徴について地震，台風，

水害，火山に関して，第 4章で今後発生が予想される大規模災害として南海ト

ラフ巨大地震，首都直下地震，荒川・利根川氾濫による大規模首都水害，富士

山噴火を取り上げ，その被害想定に関して，第 5章で日本の防災法制度と今後

に国として取り組むべき防災対策に関して述べている。

　以上の内容により，発生が予想される大規模災害の概要や対応策の基本を理

解することを目的としている。

　しかし，各章の内容は，大規模災害という多様な災害形態に対して重要なポ

イントは記述されているが，細かな事項についてまでは述べられていない。読

者の方は，本書で枠組みを把握し，詳細については関連資料を参照してもらい

たい。

2014 年 9 月
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　日本は，地震・津波，火山噴火，台風・高潮，集中豪雨，雪害など，あらゆる
種類の災害を受ける国土である。人口や資産が集まるだけでなく，情報化による
高度情報機能の集積が進む都市は，地震被害発生地域や河川氾濫

らん

原や土砂災害危
険箇所など，災害の発生しやすい地域に集中している。この日本に暮らす我々
は，自然災害を避けて生活することは難しく，過去に何度となく自然災害による
大規模な被害が発生している。
　最近では，2011 年 3月 11日に東北地方太平洋沖地震が発生し，東北から関
東にかけて大きな地震動が襲い，太平洋沿岸は大津波を受け，大被害が発生し
た。いわゆる東日本大震災である。この地震により，大規模災害発生時の対応課
題が発生した。第 2章以下で述べる日本の自然災害の歴史，今後発生が予測さ
れる大規模災害の被害想定の解説の前に，東日本大震災から得られた大規模災害
時の課題とその対応について述べる。

　東日本大震災は，多くの人命が失われたことから未曾有の災害であったとい

える。その災害の特徴を以下に記述する。

　第 1に，直接的な被害としての「災害の複合性」である。例えば，強い地震

動により損傷を受けた構造物がその直後の大津波により崩壊した。また，地震

動により発生した液状化により基礎が損傷を受け，津波に耐える強度をもつ鉄

筋コンクリート造建物が転倒するという事態が発生した。ほかにも，地震によ

第 1章　序 論

1 .1　東日本大震災から見た大規模災害の課題
1 .2　今後の大規模災害への対応

1 .1　東日本大震災から見た大規模災害の課題 1）†

†　 肩付きの数字は，各章末の引用・参考文献番号を表す。
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2　　　1 .　序 論　

る地盤の沈降により高潮による被害の心配が発生する事態などが起こった。こ

のように，複合災害が災害の規模を大きくすることが東日本大震災で明らかに

なった。

　第 2に，被害が広域に及び，その被害波及が多様であったことである。つま

り，被害の空間的な広がりのみでなく，多様な被害がたがいに連関して危機管

理・緊急対応を阻害し，本来の被害のほかに，二次的災害を遠地にまで及ぼし

たことである。例えば，石油精製所の被災は全国で数箇所だけであり，日本全

体で見れば燃料の生産は十分確保されていたにもかかわらず，地震後に関東や

東北で燃料不足が問題になった。これは，津波で港湾の油槽施設が破壊され，

さらに道路や鉄道の輸送も途絶したため，被災地の燃料が不足し，救援や緊急

活動に多大な影響を及ぼしたのである。また，工業製品の生産においては，重

要な部品生産拠点が停止を余儀なくされたため，サプライチェーン全体が支障

をきたし，遠く海外の工場までが操業停止に追い込まれた事態もあった。

　このように，現在の社会においては，ものごとが複雑に関わり合っているた

め，たとえある地域のみに被害を与える災害でも，その災害地域だけでなく，

遠地や海外にまで影響が及ぶことになる。このことは，各種のライフラインや

物流，情報伝達を支える社会基盤施設が高度で複雑に組織化され，機能が関連

している現代社会の脆
もろ

さを表している。

　第 3に，復旧・復興の遅れと，住宅や中小工場などの膨大な個人資産と仕事

の喪失である。津波による多数の住宅の流失や関東地方における液状化による

多数の住宅の沈下や傾斜により，個人資産の喪失は多大なものになった。この

ことは，個人資産の喪失に加え，例えば住宅ローンの支払い途中の個人にとっ

ては，さらに復旧・再建のための資金が必要となり，二重の負担を強いられる

ことになる。現在，個人の損害を税金で補償することは制度上困難であり，早

期の生活再建は非常に難しくなっている。また，被災地域の経済・生産活動

は，長期間停止しているため，生活再建の基礎となる雇用が失われたままと

なっている。このため，被災者個人の復旧・復興はいつまでたっても進捗が見

られない。
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　1 .2　今後の大規模災害への対応　　　3

　第 4に，以上のように大規模災害が起きるたびに，新たな災害事象が発生す

るということである。これは時の流れとともに社会が進歩や変容をし，災害の

様態が変化しているためである。

　日本は，世界的に見て自然災害の危険地域に位置していることを認識する必

要がある。大規模災害が発生した場合，我々は家族・住居・地域社会などの生

活の拠りどころを失ってしまうおそれがあり，その影響は広範囲に及ぶことに

なる。

　現状の社会においては，自然災害に対する構造物等の安全は，絶対の安全で

はない。それは，あるレベル以下の自然災害に対して設定された安全である。

しかも，それは社会的・経済的に許容される範囲での安全である。したがっ

て，我々は，あるレベル以上の自然災害時には被害が発生し，不測の事態に襲

われる可能性があることを認識する必要がある。

　まれな大規模災害においては，我々の生命・財産は法律などによって守りき

れるものではなく，相当の被害を受忍しなければならない。安全は，自らが獲

得するものであることを認識する必要があり，自助努力で一定レベルの安全確

保を目指すべきである。

　日々変容する社会は，予想の難しい新たな災害発生の可能性を秘めている。

我々は，自然災害の脅威に関心をもち，居住地の危険度の把握から食料備蓄や

避難方法に至るまで，日常的に防災を意識した行動をとる必要がある。また，

過去の災害を風化させないために，日常生活の中で災害の恐ろしさを後世に伝

える仕組みを作ることが重要である。

　さらに，大規模災害が発生するたびに，新たな災害の様態が現れる。これ

は，社会の変容も一つの理由であるが，被害想定・災害対策が，これまでの災

害経験の延長線上で考えられ，複雑に変容する社会への対応としては不十分で

あったからである。今後は，十分な想像力をもって，新たな災害の危険性を予

1 .2　今後の大規模災害への対応 1）
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見する必要がある。特に，都市型の複合災害において，災害が及ぼす規模の拡

大と連鎖について深く考える必要がある。

　また，大規模災害時において，被災地では，人・物・エネルギーは十分に行

き渡らず，地域復旧の遅れを助長し，また経済力の基盤となるはずの企業は自

社の努力が及ばないところで事業停止を余儀なくされてしまうということが

あった。企業と社会基盤施設は相互に連関したシステムであり，その脆さが露

呈された結果であった。これは，建物・構造物単体に着目した，これまでの耐

震設計法や耐震診断に，重要な課題があることを示している。今後は，社会シ

ステム全体としての安全性を評価し，問題となる事項を抽出し，それに対して

施策を実施するという思考が必要である。

　最後に，大規模災害に対して人命の安全が最重要であることが前提である

が，日本の利益・福祉の拠りどころである基盤を守ることが重要である。この

基盤とは，“物づくり”を支える建物，物流，エネルギー，情報通信などであ

る。このような基盤を失うことは，国家の危機であり，世代を超えて困窮する

ことになる。また，被災地の復興においても，雇用の源泉である地域の産業，

そしてこれを支える基盤が重要である。人命の安全に加え，基盤を守るため

に，必要な施策を優先的に実施しなければならない。日本の拠りどころである

基盤を守ることが，災害対策の基本と考える必要がある。

1）　日本地震工学会：地震被害の軽減と復興に向けた提言−東日本大震災を受けて−
（平成 24 年 5 月 24 日）
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